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北1海i虹大学工学部研究：韓乏川

州81．．ジ：｝　（財｛不［．151！”ilz）

Bulletin　of　the　Faculty　of　ll］’ngineering，

　　Hokkaido　University，　No．　8！　（IE　76）

マイクロ波およびミリ波帯衛星通信システム

黒　　　1　　　貞　　　一・膏

（昭和51年3月251三1受理）

Satellite　Communication　Systems　at　Microwave

　　　　　　and　M韮叢藍imeter葡Wave　］B段nds

　　’1、eiichi　耀くUReBE

（Received　March　2t5，　19．　76）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Abstraet
　　る

　　A．　4／6　GITIz　1）ancl　is　now　used　for　satel．lite　coniinunic，ation，　however，　various　frequency

bancls　uncler　275　GHz　were　allocatecl　by　WAI〈C　in　1，9．71，．　The　author　studied　the　received

carrier　．power　to　noise　power　，ratios　（C／IV）　at　five　frequency　bands　of　4／6　GI÷lz，　！1／14／　GI－lz，

20／30GHz，　40／50　GHz　and　90／100　GHz　for　the　up－linJ｛　system　and　the　down－linl〈　system・

The　carrier　to　noise　ratio　decreases　with．　frequencies　due　to　the　clecrease　of　transmitter　power，

the　increase　c）f　free　space　loss，　the　increase　of　atmospheric　noise　temperature，　the　increac　se

of　receiver　noise　teinperature　and　so　on　if　the　antenna　gains　are　constant．　’1’he　aut｝ior

decicled　how　to　select　the　earth　station　antenna　gain　and　the　satellite　station　antenna　gain

for　the　constant　carrier　to　noise　ratio．　He　also　studied　the　satellite　repeater　systems・

1．　ま　え　が　き

　現在衛鑑通信は4：／6GHz帯が月｛1いられているが，國際闘のトラフィック撮：の増大に伴ない，

さらに高い周波数帯の使用が；｝卜画されている。197Y，il・i：．の世界無線1雌信主管庁会議（WARGST）

では275GHzまでの火幅な周波数帯の分｝配が行なわれたQその中で4／6　GHzユ1：：｝：1；，】．：1／！4　G．Hz帯，

20／30　GI－lz帯，40／50　GHz帯および9．　0／100　GKz　l吊；の51ii彗波数帯について，アップリンクシステ

ム，ダウンリンクシステムにおける搬送波受信電ノコ対雑音電力比（C／1＞）を比較した。嗣波数が

高くなるに従い，送信機出力の減少，自由空il：｝謂黄失のi・1舜大，大気損失の増大，フィーダ損失の増

大，大気雑音温度の増大，受信機雑音の増大等のため，アンテナ利得を…定とすればC／！＞は嗣

波数とともに減少する。したがって一定のCINを得るためには地球局アンテナ利得，衛星局ア

ンテナ利得をいかに選ぶかが醐題になる。なお，アンテナ利得はアンテナ欄御精度によって鋼限

されるQまた，衛！：護中継器のシステムについて三つの場舎を検討した。出力管は進行波管を用い

ることとしたが，固体化の場合も考察した。しかし圃体化はかなり将来のことと思われる。

　以上の結果に対しては，つぎのような仮定を行なった。

　1．アンテナ仰角は30。とした。これは太平洋上4）衛2！1…とによるレ1米闘の國定通信に相当する。

　2、周波数が高くなるに従い降爾減衰鍵が大きくなるが，C／！＞の計算ではこれを省略し，降雨

減衰量と周波数の関係について簡単に表で示した。

静　電子二1こ学科
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　3．受信点における必要なCINは！7　dBとした。　PcM－4φPsK変調形式で同期検波を用い

たときCINd4　dBで誤り率は！0“iであり，これに3dBのマージンを加えたのがエ7dBであ

る。

　4．衛星中継器の前置増li重器は6，！4　GHzではトンネルダイオード，30，50，100　GHzでは直

接ミキサダイオードを用いた場合と，全周波数にわたり常温のパラメトリソク増幅器を用いた場

合と二通り考えた。

　5．　地球局の．前1猷増幅紫詳は極低温のパラメトリック増幅器としたQ

　　　　　　　　　　　2．　ミリ波帯衛星通信システムの問題点

　マイク・波帯よりミリ波’iil・へと腰皮数が高くなるに従い，種繍樋ノ1、顧生じてくる。第一は送

信月才力管の出力の減少である。普通土信用出力鴬・としては地球局においても衛星局においても

進行波管が用いられているQ地球局などに用いられる大出力進行波管の｝liiカの左註．数特性1よ図1

のごとくであるD。図の実線は今までのトップデータを基にして描いたものであり，点線は限界

出力である。図より60GHz程度以上より急激にli二1力が減ることが分る。衛星用進行波管a51．i．1力

の周波数特性についても岡様であるが，出力そのものは図1より2～3桁小さい。衛暴局用の出

力デバイスとして半導体素子を用いると．種々の，tモ1〔で都舎がよいが，インパットダイオードの出力

の周波数特性は図2のごとくで2），衛星用進行波管；よりさらに1桁程度小さいQ

　第二は受信機の初段に用いられるパラメトリック増幅器の等価雑音温度の上昇である。いま，

パラメトリック増幅器のアイドラとダイオードの温度が等しいとき，パラメトリック角周波．数ωρ

を

ω，一 ^懸・・1 （1）
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図1進行波管出力と周波数の関係
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図4　最小雑音温度と信号周波数の関係

のように選ぶなら，雑i四温一丁は

　　　　　　　　　　　T－Tβ語［ 撫・／諜亙・（認1 （2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
で，最小になる3）。ただし，Rsはダイオードの直ダ脇又抗，　R，はアイドラの抵抗，77Ziは変調比，

（o．sは信号角周波数，ωcは遮断角闇波数，　Tdはダイオードの温度である。いま，　Ri＝05忍，

f77．1＝0．2！2のときfcをパラメータとした信弩周波数みとパラメトリック糊波数fpの関係は

式（！）より図3のようになる。また，fcをパラメータとしたとき云と雑音温度Tの関係1ま式

（2）より図4のようになる。　このように周波数が高くなるに従い雑音温度は急激に高くなる。ミ

リ波帯において雑音湿度を下げるには遮断周波数の高いダイオードを開発することと，地球局に
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　第三は火気損失と大気雑音の問題である。大気損失は大気中の酸素および水蒸気の分子吸取に

よって減衰するものであるが，22．4GHz附近に水蒸気，60　GHz附近に酸素分子による減衰の

ピークが存在する。この減衰は仰角によっても非常に異なり，仰角をパラメータとしたとき周波

数と減衰量の関係は図5のようになる4）。大気雑音は大気減哀最（dB）に比例し，図5と同様な

周波数特性をもつ。衛星通信では周波数割当のときこれらのピーク点を避けているが，ミリ波帯

では大気損失，火気雑．音ともに大きくなり，これらが闊題となる。

　第四は自由空閥損失である。これは嗣波数の2乗に比例して増加する。これを救済するために

第一に考えられることはアンテナ利得を上げることである。アンテナの寸法をそのままとすれ

ぽ，利得は周波数の2乗に比例して増大するので，送受どちらかのアンテナで自由空間損失を打

ち消すことができるが，指向性電力半値揺が尚波数に逆比例して小さくなり，衛星追尾装置の精

度，デスパン制御精度の制i根：により実現が難しい。

　第五は雨の減衰であるQlOGHz以上になると雨の減衰が捌題となり，ミリ波帯では通信不能

の状態になる。降雨lli垂二（mm／h）をパラメータとしたときの周波数と減衰量（dB／km）の関係は理

論的に図6のようになる5）。普通了；1考域の高さは5km程度であるから6），仰角300のとき等価貫

通距離は約10kmとなり，図6の値の！0倍程度の減衰量となり，そのままでは通信不能である。

これに対してはスペースダイバーシテイ方式や多元周波数接続方式を用いて解決されるであろ
う。

　ミリ波帯においてはこのように種々の闇題点があるが，これらを克服して受信点のC／1Vを必

要な値とするためには，送信出力を隈界出力まで高めること，パラメトリック増幅器のダイオー

ドの遮断周波数を上げ，冷却温度を下げること，アンテナの利得を上げることなどを考慮しなけ

れぽならないQ

3．　アップリンクシステム

　アップリソクの周波数として，6GHz，／4　GHz，30　GHz，50　GHzおよび！00　GHzの5周波

数を考える。アップリンクにおいて，衛星中継器の受信搬送波電力C（dBW）は
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　　　　　　　　　　C＝：　（1’T　LFT＋　GT）一（h＋　Ls）÷GR－Lfa’R　（dBW）　（3）

で表わされる。ただし

　恥：送信機出力（dBW）　Li・　fr：二二フィーダ損失（dB）　研：送信アンテナ利得（clB）

　L∬：自由空間損失（dB＞　　L濯：大気損失（dB）　　　　　GR：受信アンテナ利得（dB）

　Li・・R：受信ブイーダ損失（dB）

　まず面面機出力PTについて考えよう。図1の周波数特性から6GHzより50　GHzまでは大

体一定で，！00GHzでは非常に下がる。図では6GHzで15　kWとなっているが，これは現在

までの最大出力で，実際には1kW程度が用いられているので，表／のように6～50　GHzでは

！kW，10G　GHzでは将来を見越して！00　Wとした。自由空回損失L∬は送儀1占実と受信点の距

離を40，000kmとすれば表1のようになる。図5より大気損失L”は表1のようになる。ただ

しアンテナの仰角は30Qと仮定した。なお，大気損失は仰角のconsecantに比例する。6GHz

における送信ブイーニダ損失∠’〃がO．1dB，受信ブイーダ撮失認柵が0．2（IBとしたとき，各］Sl

波数におけるブイーダ損失は（（IB＞で表わした値が〆アに比例するとして計箪すれば表！4）よ

うになる。各周波数の送信アンテナおよび受儒アンテナの利得が6GHzと同じとすれば，6GHz

で規格化した受儒搬送波電力C（clB）は表！のようになる。表より100　GHzでは6GHz　より

約38dBも下がることになる。

　衛墨中継器のブイーダ入力に換鋒した等醐雑音温度T．は

　　　　　　　　　　　　　　　　TR＝　Ta十（Levt　um　1）　Te十LFit　Tr　（4）

である7）。ただし

　Ta：外来雑音等1漸温1斐（。K）　　　LFR：受儒フィーダの損失（＞1）

　To：フィーダの温度（。K）　　　　Tr二初段増幅器に換算した等価雑音温度（。K）

　外来雑音は大気雑音，大地雑斎，その他の雑音からなりたつ。いま大気雑音以外の空中線雑音

を簡単のため／ll櫛因数に無関係に一定とし，その等filil温度は従来のデータから20～40。Kであるの

で，ここでは一応30。Kと仮定した。大気雑音は大気減衰量（clB）に比例する。したがってこの

周波数寮生は図5のごとくであり，いくつかの実験データがあるので8・9・】o），これから表2のよう

な値をだした。ただしアンテナの仰角は大気損失の場合と同様に300と仮定した。表において

表1　アップリンクの規格化搬送波電力

国警（GH・）t

PT　（dBW）

　Lin　（dB）

　L］　（dB）

　1’フ・（dB）

　LFa　（dB）

規格化C（dB）

6

30

200．O

　O．14

　0．1，0

　（｝．20

　0

i ！4

30

LO7a36

　e．24

　0．15

　0．31

－7．62

i 30

　30
2！3．　9．　8

　0，52

　0．22

　0．45

－14．73

50

　3e

218．42

　1（）．O

　O．29

　0．58

－28，85

！00

　20

224．44

　L．3

　0，41

　0，82

－37．53

表2アップリンクの雑音電力と規格化C／ノ〉（パラメトリック）

周波数岬そ）｝

大気雑音温度（。K）

　　Tr　（OK）

　　Ti，r　（el〈）

　　Ar　（clB）

規項砦イヒCみへ「（dB）

6

　5
　150

　206

－115．5

　0

14

　8
　350

　434

－112．2

一　！0．　9．

30

　17
　953

1135

－108．1

－22．1

50 100

　330

20｛　7

2797

－104．2

－40．2

　77

710｛

8748

－9．　9．　．‘2

－53．8



se 黒　部　真　一 6

表3　アップリンクの雑斎電力と規格化C／A「（｛・ンネル・ミキサ）

周波数　（GHz）

　　TR　（OK）

　　Ar　（clB）

銀鼠。／N（d剛

6

78！

一　！e｛　，7

　0

14

9．　96

－108，6

　－8．7

30

17！！

一　！06．3

－！8，！

50

2491

－！04．7

－33，9

100

3｛　70

－！02，6

－44a6

50　GHzで特に大きな値となるのは60　GHz

附近に酸素分子の吸収による共振点がある

からである。以上の結渠外来雑音温度T，、と

しては表2の値に30。Kを加えたものとし

た。

　前置1増幅器を’li号温のパラメトリック増幅

器とした．場舎，初段増幅器に換算した等価

雑音温度Tアの周波数特性はパラメトリッ

ク増稿器と同様とし，式（2）を満足するもの

とすれば，f，　＝　350　GHz，　Ri＝O．5　R，のとき，

6GHzのTrを150。Kと仮定すれば各回

10
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図7　変換損失と周波数の関係

120

波数の鴛は表2のようになる。T。＝293。Kとしたとき，各周波数の等価雑音温度Tn　eよ表2の

ようになる。実際には6　GHz，14　GHzではトンネルダイオード増1隔器を用いることが多いが，

トンネルダイオードの雑音指数を6GHzで5．3　dB，14　GHzで6コ口とすれば，等価雑音温度

Tノ¢は6GHzで78L40K，！4　GHzで996．30Kであるから，表3のようになりパラメ1・リック

の場合に比べて高くなる。またミリ波帯ではパラメトIL）ック増幅器の代りに直接ミキサダイオー

ドで周波数変換した方がよい場合がある。この場合の変換損失と周波数の関係の一例は図7のご

とくである11）。中ILI鯛波増li臓器の雑音指数を2dBとし12），変換損失を図7とすれば，30，50，

！00　GHzにおけるTnは表3のようになる。これから50　GHz，100　GHzでは漁1接周波数変換

した方がよいことが分る。

　衛星中継器のフィーダ入力に換算した雑音電力Nは

　　　　　　　　　　　　　　　　AI＝　！0　10gio（le　Tte　Bn）　（d　B）　（5）

である。ただし

　lt：ボルツマン定数　！・381　×　1，0一23J／OK　　T．：ブイーダ入力に換算した等価雑音温度　（QK＞

　B，t二雑音帯域幅　（Hz）

パラメトリック増幅器の場合の雑音電力Nと周波数の関係は表2のようになる。6，！4　GHzで

トンネルダイオード増幅器，30，50，100GHzでミキダイオード／槻関数変換器を用いた場合の雑

音電力Nは表3のようになる。ただしβ。MGH～二とした。したがって6GHzで規格化した

C／！＞の相対値（dB）は表2および表3のようになり，嗣波数が高くなるに従い下がり，100　GHz

ではパラメトリックの場合約54dB，トンネルダイオーード，ミキサダイオードの場合約45　dB悪

くなる。

　変調方式としては種々あるが，帯域幅，伝送特性などの点からFMよりPCMが優れ，これ

をマイクロ波あるいはミリ波で変調する場合はAMよりPMが優れているので，ここでは

PcM－4φPsKを用いることとする。そのとき岡期検波を行なえば，受信入力の。／Nが14　dB

で誤り率は！0”7であり，これに3・clBのマージンをとって。／N＝！7　dBとすることとする。い
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表4　アップリンクのアンテナ利得

周波数（GE［z）

Gr・十G∬～（dB＞（1・ンネル・ミキサ＞

　　　　Gr　（dB）

GR（dB）（トンネル・ミキサ）

GR（dB）（パラメトリック）

　　　0・ノ2（度）（送信）

　　　o、12（度）（受儒）

6

77．7

63a（）

14．7

8．9

0，130

33，9

．霊．

14

86．4

66，7

！9．7

16．1

0．0853

19．i

30

95．8

70．0

25，8

2ti．O

O．0583

9．39．

50

！1，！．6

72．2

39．4

39．　．9

　（）．0451

　！，9．　8

IOO

！22．3

75．2

47．1

50．5

　0．031tj

　O．8！5

表5アップリンクの降雨減衰猛（clB）

壷て毒鋤一”」撒麹『牛！

　　　　　　1，：

　　　　　1器

6

e

1

6

20

14

4

1ro

3ユ．

68

3（）

23

54

！04

！93

50

43

93

159

270

100

69

124

19．　5

340

ま，地球励の送信アンテナの薩径を実例から推定して27m，アンテナ効率ep　・・　70％とすれば，

6GHzにおける送信アンテナ利得はGア＝63．0（IBである。また，6GHzにおいてトンネルダイ

オードのとき！＞＝一！09．7dBであるからC／i＞＝！7dBを満足するためにはGR　・・　1・1　．7　dBとし

なければならない。

　各周波数において。／N瓢！7dBを満足するた8）には，それぞれG’r，　Gnをいかに選べばよい

か，またそのときの指向性電力半値幅H，f，はどのようになるであろうか。　e、！2270λμ），　G：

（π1）／λ）2ηであるから

　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ…1／9（度〉　　　　（・〉

なる関係が得られる。ただし

　2：波長　　　　1）：アンテナの直径　　　　η：アンテナ効率　　　　G：アンテナ利得

　表！と表3より各周波数におけるCIN＝17dBとするためにはトンネルダイオード・ミキサダ

イオードの場合G，・＋GJtは表4のようになる。これを送信アンテナと受儒アンテナにいかに分

配すればよいだろうか。6GHzにおいてはG’r＝63．0　dB，　G／iX　’14．7　dBで，　G，，がはるかに大き

いのでG，・は瑚波数に比例して大きくし，Gn．は残りの部分を受持つものとすれば，　Gv’，　Gnは

表4のようになる。なお，表4にはパラメトリック増幅器とした場合も示してある。また，式

（6）から送信アンテナのθlt2，受儒アンテナ（トンネル・ミキサの場合）のθ1／2を計錦：すれば表

4のようになるQ表より送信アンテナの指向性電力・半他幅は！00GHzにおいて6GHzの約1／4

になり，二三追尾装置の制御精度を6GHzの4倍程度上げる必要がある。また，受信アンテナ

は利得が小さく，！00GHzにおいても砺2ぱ0．82。であるQしかしデスパンflilj御精度は現イピ約

0．50であるから，約6倍一hげる必要がある。このようにアンテナの制御精度を上々ずることによ

り，ミリ波帯においても与えられたC／1＞を得ることができるであろう。なお，ここでは送信機

出力を6～50GHzで！kW，100　GHzで100　Wと仮定したが，これを増加すればアンテナの

個御精度はそれだけ減少できる。したがって送信機出力の増力】1は重要な賜題となる。

　終りに．雨の減衰について一言附け加えておこう。降爾減衰量（dB／km）と周波数との関係は図

6の通りである。また雨域の高さは約5kmで，仰角30。のとき等価貫通距離は約10kmであ

るから，アップリンクにおける降雨減蓑量と嗣マ皮数の関係は表5のようになる。したがってこの
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ままでは通信不能であり，スペースダイー〈　一一シティ方武などを用いなければならない。

4．　ダウンリンクシステム

　ダウンリンクの周波数として，4GHz，11　GHz，20　GHz，40　GHzおよび90　GHzの5周波

数を考える。ダウンリンクにおいて地球局の受信搬送波電力C（clBW）はアップリンクの場合と

同様に式（1＞がなりたつ。衛星中継器の送信機拙力の閥波数特性はアップリンクの場合と同様に

4～40GHz閥で一定，90　GHzでIO　dB低下と仮定し，現在4GHzで実用化されている禺力

！0Wを用いれば，送信機出力と周波数の関係は表6のようになる。また，自由空間損失L・・と

周波数の関係は表6のようになる。図5を用いれば大気損失島　と淘波数の関係は表6のよう

になる。ただしアンテナの仰角は300と仮定した。4GHzにおける送信フィーダ損失五理が

0．2dB，受信フィーダ損失Lmが0．！dBのとき，各周波数におけるフィーダ損失は（dB）

で表わした値がγ／アに比例するとすれば，各周波数の送信ブイーダ損失，受信ブイーダ損失は

表6のようになる。送信アンテナ利得Grおよび受信アンテナ利得G・‘は各周波数棉；においてア

ップリンクのときとアンテナの直径が等しいとして計算すれば表6のようになる。ただしσ7・は

トンネルダイオード・ミキサダイオードを用いたアップリンクに対応したものである。その結

果，地球局の受信搬送波電力Cは表6のようになる。

　地球局のブイーダ入力に換算した等価雑音温度TRは式（4）で表わされる。各周波数におけ

る大気雑音温度は表7のとおりで，外来雑音温度はこの偵にその他の雑音温度300Kを加えたも

のとするQ前置増幅器に冷却パラメトリヅク増幅器を使用し，4GHzにおいて初段増幅器に換

算した等価雑音温度Trを100Kとすれば，各周波数におけるTttは式（2＞よ　り表7のように

なる。ただしf，　＝＝　350　GHz，　Ri＝0．5　R，，としたQ　4　GHzにおける受信フィーダ損失LF，t　＝　O．！dB，

フィーダの温度To＝2930Kとしたとき，ブイーダ入力に換算した等価雑音温度T駕は表7のよ

うになる。したがって雑音電力1Vは表7のようにな：る。ただし雑音帯域幅Bn　＝1　GHzとした。

表6ダウンリンクの搬送波電力

周波．数　（GHz）

PT　（dBW）

　五F（dB）

　ム（dB）

　LFT　（clB）

　五∬R（dB）

　GT　（dB）

　Git　（dB）

　C　（dBW）

4

　10
　196．5e

　O．！2

　0．p“e

　O，！0

　1L2
　59．　．5

一　！　16．　‘．t．　7“

11

　10
　205，29．

　O．17

　0．33

　0，17
　！7．6

　64．6

一　II3．76

p．o

　！0

　210．48

　0．9．　O

　O．45

　0．22

　L2．3

　66．5

－！！3，25

40

　’10

　L？　16，50

　1．30

　0．63

　0．32

　37．4

　70．3

一　！0！．05

90

　0
　223．54

　3．00

　e．95

　0．47

　46．2

　74．3

一，107．46

表7　ダウンリンクの雑音電力とCff＞

周汲数　（GHz）

大気雑音蔽15k）． P．

　　Tr　（OK）

　　TR　（eK）

　　IV　（dB）

　c／ノv（clB）

4

　4
　！0

　51
一　！21．5

　5．3

11

　6
　22．0

　70．3

－120，2

　6．4

20

　30
　46．2

　！24．1

－！17，7

　4．4

40

　43
　123．5

ttL27，9

－1！5．0

　！4．0

90

　！00

500

7！7．7

－1！0．！

　2．6
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表8　ダウンリンクのC／1＞＝17dBのとき衛雄アンテナの利得

　　周波数（GHz）

G7T（dB）（ダウンリンク）

GR（dB）（アップリンク）

θlt2（度）（ダウンリンク）

01f2（度）（アップリンク）

4f6

22．9．

26，4

13．2

8．8ユ、

11／！4 20／30

28．2

30．3

7．15

5．65

34．9．

38．4

3．32

2．21

40／50

40，4

42，4

1．76

1．40

90／！00

6（）．6

61．5

0．1．72

0．154

表9ダウンリンクの降雨減衰量（clB）

細面hΣ1．周波数興そ！ 4 11 20 40 90

！0
〔．） L6　　i 10 34 66

25 〔．）

9．2 28 80 11．8

50 2 2（｝ 57 14（） ．192

1．00 6 42 1／4 237 336

表6と表7よりC／l＞は表7のようになる。これより40　GHzでは！7　dBに近いが，他の周波

数では！0dB以．【：1二小さい。各閥波数におけるCμ〉が17dBであるるためには，衛星局の送信

アンテナの利得を表6より10　dB以上上げる必要がある。ただし50　GHzではアップリンク

において大気損失，大気雑音が非常に大きいので，衛星局の受信アンテナの利得を大きくしたた

め，ダウンリンクにおいては僅かだけ大きくしてやればよい。地球局と衛星局の実際の出力P・tr

は！00倍の差があり，雑音電力！＞は1／15～1／6倍（i・ンネルダイオード・ミキサダイオードの

場合）程度の差であり，その違いだけダウンリンクのアンテナ利得・を上げてやる必要がある。

　地球局の受信点における。μ〉が17　dBを満足するとき，衛羅周の送信アンテナ利得G7を計

算すれば表8のようになる。衛星局のアンテナは送受共用であるからダウンリンクのG7で衛星

局のアンテナ直径が決ってしまい，これよりアップリンクのGieを計算すれば表8のようになる。

この値は表4のGJtと比べ50　GHzを除き10dB以上大きいQ表8の値に設定すればアップリ

ンクのときC／！＞の一？　一ジンを10　dB以上とれるQなお，衛撮中継器の前置増lllll器をパラメリッ

ク増1幅器とすれば，表4から糊波数の低いところでマージンが大きく，高いところで小さくな

る。表8のG，・，GRのときの指向性電力半値1隔を；｝1’籏すれば表8のようになる。表よりgo／loo

GHz帯ではθ，／2は非’常に小さくなり，デスパン制御精度を現￥1：三の29～32倍程度に…【：げる必要

がある。

　終りに雨の減衰について一言加えれぽ，仰角300のときのダウンリンクにおける降雨減衰量と

周波数の関係は表9のとおりである。ただし雨域の高さは5km，等価貫通踵離は10　kmとしたQ

5．衛星中継器のシステム

　衛黒中継器のシステムとしてはつぎの三つが考えられる。

　a．直接中継器　送受分離後の系統図は図8に示すごとく，前置増幅器，送信周波数変換器，

低レベル進行波管，高レベル進行波管よりなるもの

である。三蹟増1隔器としては，6GHz，14GHzで

はトンネルダイオード増1隔器，30GHz以上でぱ常

温のパラメトリック増1隔器またはこれを取り除き直

接周波数変換器とするのが適当である。進行波管は　　　　　図8直接中継器のブPtック図

直線形増幅器で多数の搬送波間の混変調雑音を生じる恐れがあるが，これを逓減するために進行
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波管の入出力にマルチプレクサを設け，多数の群に分けるとよい。ミリ波帯になると空洞遅波回

路形．進行波管を用いるが，高利得増幅器を得ることが難しく，特に装置全体を三体化することは

i掴難で，つぎのヘテロダイン中継器の方が容易であるので，この方式ぱ4／6GHz帯，！：1／！4　GHz

帯に適しているQ

　b．ヘテロダイン中継器　送受分離後の系統図は図9のごとくである。前概増幅器ぱaの場合

と同様で，つぎの受信嗣波数変換器としては雑音指数の低いGaAsショットキダイオードが優れ

ている。局勢発振器はガンダイオード発振器を用い，周波数が高くなれば逓倍して用いるQ中間

早々増幅器はトランジスタの多段増輻器で安定な高利得を得ることができる。送信周波数変換器

としては遮断腿波数の高いGaAsエピタキシャル形バラクタが適当であろう。醐路としては図

10の（a）（b）があり13），図（a）は普通の変換器，図（b）は局都発振／一皮数の1／2の調波数の出力

をバラクタに加えてオーバドライブし，その2逓倍成分と二二周波の1．1：i力の和をとるものであ

る。図（b）の方が図（a）より変換効率が高く，しかも局都発振器の周波数が1／2でよい。電力増

魑器としては飽和形進行波管が用いられ，ミリ波帯では空洞運波圓弓形が適しているQ全固体化

の場合はインパットダイオードの多数並列方式が将来の可能性をもっているが困難な二上であ

る。全体をいくつかの周波数帯群に分けるときは入出力にマルチプレクサを設ける。本方式は

11／14　GHz帯，20！30　GHz；吊：に適している。

　　繍菰転鷺。1；一ll融　　エ卓f・・＋fi　fi≠f…fi

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫・　　　　乎
　　　　　　局　発　　　局　発　　　　　　　（。〉　　　　（b）

　　　　図9　ヘテpaダイン中継器のブmック図　　　　　　　　　　図10送信用周波数変換器

　c．再生中継器　　送受分離後の系統図は図11のごとくで，入力から三三周波増rl［冨器までぱヘ

テPダイン中継器と同じで，これを同期検波によリベースバンドとし，タイミング波を発生して

これと識別回路でパルスを再生するものである。さらに送信周波数発振器出力をベースバンド出

前　　置

増幅器

受

変換器

I　　F

増1隔器

罰　　期

検波器

ベースバンド

蒋　　　生

4　　棚

変調器

電　　力

増1隔器

　　　　　　　　受　　信
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　タイミング
　　　　　　　　局　　発

　　　　　　　　　　　　　　　図11再生中継器のブロック順

路で位相変調するものである。最後にこれを飽和形劃

一

発振．器

行波管で電力増幅する。位相変調（4相変1誹・粉法とし

ては図／2のようにPINダイオードを用いたものが挿

入損失が少なく，しかも許容スイッチング電力が大き

いので適当である。ここで問題になるのはPINダイ

オードのターンオフ時間で，これを短くしょうとする

と許容電力損失が少なくなる。

　本方式では中継器の出力において雑音がなくなるの

で，地球局の入力における雑音電力2Vは伝搬路の雑

音のみを考えればよい。しかるに直接1二1．1継器，ヘテμ

ダイン中継器ではこの外に衛星中継器出力の蓬唯音も．考

送信周波数
　出力

O，n ノ

””秩h

i
．．．L

ベースバンド・

〆礁力＼

PIN

ノ

”’U
ゐ
8
＿重＿

O，　一

　2

PI’m

図12　4相変調法
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えなければならない。したがって地球局入力のC／エVを17dBとするためには，衛星中継器1二1二1力の

C／！＞を20dB，衛星中継器出力の雑音がないときの地球局入力のC／！＞を20　dBとしなければな

らない。すなわち再生中継器では他の方式に比べダウンリンクの送信側，受儒側でそれぞれ3dB

余裕ができる。また，再生中継器の等価雑音帯域ll磁よ近似的に符号速度と等しい14）。たとえば符

号速度が400　Mb／sとすれば雑音帯域幅は400　MHzとなる。そのとき伝送帯域幅は普通500　MHz

程度であるから他の方式に比べ。／i＞が5／4（1dB＞だけよくなる。

　木方式で問題になるのはPINダイオードのターンオフ時間で400　Mb／s程度のもρ）が難しい

aとと，全固体化の場合にインパットダイオードの出力が小さいことである。したがって全闘体

化の場合に考えられるシステムは，帯域幡を！GHzとすれぽこれをいくつかの帯域たとえば

250　MHzずつの四つの帯域に分けて，それぞれの帯域で図11とFilじシステムを作り，入出力側

にそれぞれマルチプレクサを設けて帯域分離，帯域含成を行なう方法である。帯域を四つに分け

れば電力増幅器のi，1：1力は1／4でよい。帯域をsoo　MHzずつ分けた場合は200　Mb／s，250　MHz

ずつ分けた．場合はloo　Mb／s　PcM－4φPsKが可能であり，いずれの場合も全体の通話路数は同

じである。またPINダイオードのターンオフ時間のIlll題も400　Mb／sより200　Mb／s，200　Mb／s

より！00　Mb／sの方が都合がよい。これらの点を考慮して帯域の分割数を定めるべきであろう。

なお，儒頼性の点では分割した方が故障の起こる確率は大きいが，一つの帯域が故障しても他の

帯域が生きているのに対し，分割しない場合は一個所故障が起こると側回線が死んでしまうの

で，儒頼性の点では分割した方が優れているといえよう。本方式は40／50GHz帯，90／ユOO　GHz

帯に適している。

6．　む す び

　4／6GRz帯，！1／14GHz帯，20／30　GHz帯，40／50　GH：z帯および9．　0／100　GHz帯の5周波数

帯の衛星通儒について，アップリンク，ダウリンクの場合受儒点におけるC／l＞を求め，C／l＞が

必要な値17dBを満足するためには，地球励および衛星局アンテナの利得をいかに割当ればよ

いかを示した。一般にアップリンクはダウンリンクより約10dB以上C／i＞が高い。ダウンリン

クのときの地球局のアンテナ利得は4GHzで59　．5　dBとし，糊波数に比例して増加するもの

とすれば，90GHzで74．3　dBとなり，衛星届アンテナ利得は4GHzで22．9（IB，90　GHzで

60．6dBとなる。　gO　GHzにおける衛星局アンテナのtilfL・は0，17Qであるから，アンテナのデス

パン制御個度は判こ状より大幅に上げΣなければならない。爾の減衰は当量にもよるが，ミリ波領域

では非常に大きく，そのままでは通信不能になる。衛星中継器システムとしては，ミリ波帯では

再生中継器が適当であろう。本研究の結果は将来このような朋波数帯を使用する場合0）問題点を

示唆したものといえようQ

　本研究は昭和50年度文部省科（学β1究費（一般研究C）の援助によるものである。
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